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資料:;最近 10年間の教育改革・年表
西暦
(和麿)
(平成7)
教育改革の
動向
04.09 経済同友会、教育改革提言「学校から『合校』へj発表。提言の骨子は、学校
のスリム化すること、教育に多様な人々を参加させること、小・中学校の枠を
はずしてさまざまな年齢の集団の中での成長をはかることなど。 (12.8シンポ
ジウム「わが国教育改革をいかに進めるかJ開催。「教育にもっとゆとりをj、
子どもの育成は社会と共問責任で行うべきであるなどが主張された。)
1996 
(平成 8)
04.05 
f教員採用等に関する調査研究協力者会議j、「教員採用等の改善についてj
(審議まとめ)発表。教師の資質能力の重要性の指摘、養成・採用・研修の各段
階を通じる総合的施策の必要性が確認される。 (4.25文部省、「教員採用等の
改善jを通知。個性豊かで多様な人物の確保、選考方法の多様化、選考尺度の
多元化など。)
第 15期中教審、「審議まとめJを公表。「生きる力Jと「ゆとり j をキーワー
ドに、学校・家庭・地域社会の連携、学校のスリム北、高度情報社会への対応、
完全学校週 5日制、学習指導要領改訂など提言。
(7. 19 第 15期中教審 r21世紀を展望した我が国の教育の在り方についてj
(第一次答申)。教育の質的転換の方向、学校のスリム化、完全学校週 5日制、
学習指導要領の主要改訂点などを提言。)
文部省、教育改革推進本部設置。
第 15期中教審第 l小委員会、中高一貫校設置に積極的な意見を発表。
政府・行革委員会、 f規制緩和の推進に関する意見(第 2次)Jで、学校選択の
弾力化などを提言。
首相、年頭記者会見。第 15期中教審第一次答申を受け、内閣の最重要課題の
ーっとして教育改革を新たに加え、 f六つの改革j に取り組む姿勢を示す。
文部省、「通学区域制度の弾力的運用についてj通知。
文相、「教育改革プログラムjを首相に報告。完全学校週 5日制を 2003年度か
ら実施と明示。
首相、財政構造改革五窟射を発表。教職員定数なども見直すことを示す。 (6.3 
財政構造改革会議、教職員配震改善 6カ年計画の 2年延長を決定。)
第 16期中教審が初総会。
教育職員免許法改正(議員立法)0 1998年 4月入学の義務教育教員志願者に、
社会福祉施設や障害児教育諸学校での「介護、介助、交流体験を義務づける。
(文部省令で、期間 7日以上、専門的知識・技術を有するものへの義務免除な
ど、運用規定。)
第 15期中教審答申(第二次答申)。公立学校中高一貫校に 7モデルを提示、自
治体の設置裁量を容認、「飛び入学j など。
教養審答申「新たな時代に向けた教員養成の改善方策についてJ(第一次答申)。
教員養成カリキュラム改革を提言。教職科目重視、教育実習の延長など。
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文部省、教育改革プログラムを改訂。中高一貫制度の 99年度の実施、教員養
成カリキュラムの改革、教育委員会制度の見直しなど。 (9.30文相、中教審に
「今後の地方教育行政の在り方j を諮問。)
文部省、 98年度概算要求で「心の教育j に重点。
教課審、中間まとめ発表。年間 70単位時間を削減、総合的な学習の時間、選
択制導入などを提起。
文相、「心の教育Jを重点に教育改革プログラム改訂することを首相に報告。
文相、完全学校選 5日制を 2002年度から実施することを表明。
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座談会 r1 0年間の学校経営を振り返ってj
東京都で、都内公立学校の教員 16人を f指導力不足教員j と認定していたこ
とが判明。
中教審・地方教育行。政小委、「今後の地方教育行政の在り方についてJ(中間報
告)。文部省の事務の精選、教育課程基準の大網化、 fカリキュラムに関するナ
ショナルセンターjと「生徒指導研究に関するセンターjを設置、教育長の任
命承認制廃止、校長権限拡大、校長・教頭の任用資格の見直しなどを提言。
長野県小海町教委、独自に小学校の少人数学級計画を立てたが、教員採用に県
教委からストップをかけられていたことが判明。
教育改革プログラム再改訂。「豊かな人間性の育成と教育制度の革新Jr社会
の要請の変化への機敏な対応j を柱とする。完全学校週5日艇の 2002年度実
施の明記、「心の教育の充実j、f個性を伸ばし多様な選択ができる学校制度の
実現j、f現場の自主性を尊重した学校づくりの促進jなどの改革視点を提示。
中高一貫教育を導入するための学校法等一部改正案が衆院で可決。 (6.5参院
本会議で可決成立。 6.12施行へ。)
地方分権推進委員会の勧告に基づく地方分権推進計画を閣議決定。
教課審、 f幼稚園、小学校、中学校、高等学校、富学校、聾学校、及び養護学
校の教育課程の基準の改善について(審議まとめ)J。授業時数の 70単位時間
削減、教育内容の厳選、 f生きる力jをはぐくむための f総合的な学習の時間j
の創設、学校における教育課程・時間割の弾力化、児童生徒の選択幅拡大など。
(7.29 答申。)
教養審・大学院等特別委員会、「修士課程を積極的に活用した教員養成の在り
方についてJ(中間報告)0 (10.29答申。)
東京都教委、学校管理規則を改正し、職員会議は校長の「補助機関jと明文化。
中教審、「今後の地方教育行政の在り方についてj答申。①教育行政における
菌、都道府県及び市町村の役割分担の在り方について、②教育委員会制度の在
り方について、③学校の自主性・自律性の確立について、④地域の教育機能の
向上と地域コミュニティの育成及び地域振興に教育委員会の果たすべき役割
についての4章からなる。教育行政の分権化、学校の自主性・自律性の確立、
住民参加、通学区制度の弾力的運用、地方による学級編制基準の弾力的運用、
学校評議員制度導入、学校管理規則の見直し、主任制・職員会議の在り方の見
直しなど提言。
小・中学校の学習指導要領案を公表。教育内容の「厳選jと学校裁量の拡大が
特色。授業時間の週2待問減、学習内容の3割削減、「総合的な学習の時間j
の創設、中学校の選択教科の拡大など。(12.14告示)
地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律(地方分権一括
法)公布。①国と地方自治体の役割分担の原則、②機関委任事務の廃止、③国
の関与の見直し、④権限委譲の推進、⑤必置規制の見直し、⑥都道府県と市町
村の関係の改革、⑦地方自治体の行政体制の整備・確立を柱とする。文部省関
連は、次の通り。地教行法改正:教育長の任命承認制の廃止(第 16、58、12、
17条)、教育委員数の弾力化(第 3条)、高校の通学区域の弾力化(第 50条)、
県費負担教職員の研修権騒の中核市への移譲(第四条)、法務受託事務の明記
(第 63条)など。教育公務員特例法改正:教育長に関する規定の整備。義務標
準法改正:市町村立学校の学級編制の事前協議。学校法改正:r当分の間Jr監
督庁jを文部大臣とする規定を改め、各条項において事務の主体と f文部大臣j
とする、など。 (2000.4.1 施行。)
教養審 f養成と採用、研諺との連携の円滑化についてJ(第 3次答申)答申。
採用・研諺の改善、大学と教育委員会との連携強化などを提言。
東京都教育庁、新人事考課制度導入のための評価訓練開始。教員の自己申告と
五段階勤務評価に基づく教員評価を内容とする。 (4.1東京都教委 f能力開発
型人事考課制度j導入。)(この後、 2001年度香川県教委、 2002年度:神奈
川県・大薮府各教委、 2003年度:広島黒教委、などの各教育委員会において
新たな教員評価システムの導入・試行がなされる。)
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学校法施行規則改正。校長・教頭の資格要件緩和(第8条)、職員会議の位置づ
け明確化(第 23条の 2)、学校評議員制度の導入(第 23条の 3)など。 (4.1施
行。)
文部省、中学校・高校版の総合学習事例集を作成。
教育改革国民会議初会合。首相が「戦後教育の総点検をJと要請。 (5.1三分
科会を設置:第一分科会一人間性一、第二分科会一学校教育一、第三分科会一
創造性一。 9.22中間報告を首相に提出。リーダー養成のために大学・大学院
の教育・研究機能を強化する、教師の意欲や努力が報われ評価される体制を作
る、学校や教育委員会に組織マネジメントの発想、を取り入れる、新しいタイプ
の学校(“コミュニティ・スクール"等)の設置を促進するなど、「新しい学校
づくり jついて提言。また教育基本法について f国民的議論jの必要性も提言。
12. 22 r教育改革国民会議報告一教育を変える 17の提案一jを提出。内容は
「中間報告j をほぼ踏襲。)
経団連「グローパル化時代の人材育成についてJ0 r教育界側における競争原理
導入jを提言。小・中学校の通学区域の弾力化、地域のニーズに応じた教青の
推進、学校卒業段階の到達度評価、学習指導要領の大綱化、校長のリーダーシ
ップの発揮、教育実績の積極的な公開など提言。
新学習指導要領の移行措震はじまる。学校評議員制導入。
中教審 f少子化と教育についてj 報告。「スクールカウンセラーなどによる教
育相談体制の充実や学級運営の改善が必要。J、「学校、家庭、地域社会の三者
がそれぞれの役割分担の下、密接に協力、連携して教育に対する責任を果たす
べきである。j とする。
教育公務員特例法改正。専修免許状のための大学説休業制度。 (2001.4. 1実
施。)
東京都呂野市教委、学校選択制計画作成。小・中学校を 2001年度ブロック化。
(ほか、 6.21東京都品川区、 2000年度から行われている小学校に加え、 2001
年度に中学校にも学校選択制導入を決定。 10.24東京都足立区教委の懇談会、
小・中学校の学校選択の自由化の方針。)
教課審、「児童生徒の学習と教育課程の実施状況の評価の在り方についてJ(中
間報告)。新学習指導要領に対応する評価の在り方、指導要録で絶対評価中心
主義を提言。 (12.4答申。)
福島県三春町で全国初の公募教育長誕生。
中教審、「新しい時代における教養教育の在り方についてJ(審議のまとめ)。
基礎・基本の徹底を改めて強調。
中央省庁が再編され、文部省は科学技術庁と統合して文部科学省に。
文科省、 f21世紀教育新生プランj発表。教育改革由民会議の最終報告を具体
化するための課題を示す。「人間性豊かな日本人を育成するJr一人ひとりの
才能を伸ばし、創造性に富む人間を育成するJr新しい時代に新しい学校づく
りをJr教育振興基本計爵と教育基本法Jを全体像とする。教員免許状の更新
制度の可能性、教育基本法の見直し、小・中学校設置基準の策定、新しいタイ
プの学校、組織マネジメントの発想、通学窓域の弾力化などについて検討する
ことの決定などが骨子として示される。
全国市長会が教育委員会制度の見直しを提言。完全学校週5日制の一律実施を
不適当と主張する。
政府、地教行法の改正案を国会に提出。①教青委員の任命にあたり年齢・性別・
職業に偏りが生じないように配慮し、委員のうちに保護者が含まれるようにつ
とめること、②教育委員会の会議を公開すること、③教育行政に関する相談窓
口を明示し、教育委員会の職務権限を明らかにすること、④校長からの意見の
申し出を教育委員会は受け入れること、⑤児童または生徒に対する指導が不適
切であり、研修等の措置が講じられでも改善しない教員に対して、免職したう
えで、引き続き当該都道府県の教員以外の職に採用することができること、⑤
公立高校の通学区域の設定を、当該高校を所管する教育委員会の判断にゆだね
ること、など。
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座談会 r10年間の学校経営を振り返ってj
政府、学校教育法の改正案を提出。学校と社会教育関係団体との連携、児童生
徒の問題行動への適切な対応のため、小・中学校の出席停止など。
改正義務標準法。各都道府県や学校の設置者が学校の状況に応じて学級編制や
教職員定数の算定基準を弾力的に運用することができるようになった。
構報公開法施行。
文科省の調査研究協力者会議が「心と行動のネットワークjを報告。子どもの
問題行動にはサポートチームで対応することなどを提言。
文科省、新指導要録の実施通知を発送。
2001年度、 5県で少人数学級編制を実施していたことがわかる(文科省調査)。
地教行法、学校法が改正、成立。教育委員の構成の多様化と保護者登用の推進、
教育委員会会議の原則公開、教職員人事に関する校長の意向の一層の反映、指
導が不適切な教員を教員以外の他の職に異動、「飛び入学j など。
東京都の都立高校学区制度検討委員会が答申。都立高校の学産制度を 2003年
度から魔止するなど。
文科省、教科書採択の公正確保の徹底をあらためて通知。
埼玉県志木市、全市立小学校低学年に原則 25入学級を導入することを表明。
ほかに、山形県知事も少人数学級編制導入を表明(8.27)
東京都教育委員会の検討委員会が、「主幹職j を新設する提言を発表。
中教審教員養成部会、免許状の更新制は見送る方向を決定。
中教審教員養成部会、教職 10年目研修を制度化する方針を決定。 (2002年、
教特法改正で制度化。)
文科桔、中教審に対し教育基本法の見直しと教育振興基本計画を一括して諮
問。教育基本理念、教育の基本原則、家庭・学校・地域社会の役割など教育を
担う主体について、教青基本法第 10条についてなど。
省令改正。大学と大学院への飛び入学規定を設ける。
山形県、 2002年度から全小学校の学級規模を 21-33人にする方針を表明。
総合規制改革会議が第一次答申を首相に提出。学校選択制導入推進、コミュニ
ティスクール導入のための実践研究の推進が提言される。
中教審、「今後の教員免許制度の在り方についてJ(中間報告)を文科相に提出。
小学校専科担任の分野制限撤廃や、現職教員が隣接する校種の免許状を取得し
やすくする制度を設けるよう提言。教育改革関長会議が検討を求めていた教員
免許の更新制は、 f慎重にならざるを得ないj と否定的見解を示す。
文科省、「確かな学力の向上のための 2002アピール 学びのすすめj公表。新
学習指導要領実施に際して、そのねらいとなる確かな学力のための方策を提
刀言。
東京都世田谷区教委、平成 14年度からすべての区立小中学校で学校運営達成
を測定する「数値目標j を導入することを決定。
中教審、 f新しい時代における教養教育の在り方についてj を答申。
中教審、「今後の教育免許制度の在り方についてj を答申。現職教員の隣接校
種免許状取得を促進する制度、指導力不足教員等に対する教員の人事管理シス
テムを早急に構築すること、教職 10年経験教員に対する勤務成績の評定結果
や研修実績等に応じた研修の実施などを提言。
国立教育政策研究所教育課程研究センタ一、 f評価基準の作成、評価方法の工
夫改善のための参考資料j を公表。
東京都教育委員会、都内の公立学校において主幹職の新設を決定。 (3.1東京
都高校教職員組合、主幹職に反対しストライキを実施。)
「???
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「規制改革推進3か年計画(改訂)J閣議決定。教育関係では、コミュニティス
クール導入のための法制度整備に向けた実践研究の推進、学校選択制度の導入
推進の提案。コミュニティスクール導入については、地域や保護者の代表を含
む「地域学校協議会(仮称)j の設置などについて検討がなされる。
文科省、各都道府県教委に対し「学力向上フロンティア事業j の実施を委i属。
小学校設置基準及び中学校設置基準。
文科省、スーパー・イングリッシュ・ランゲージ・ハイスクールを指定。 (2003
年、 2004年に継続、拡充。)
文科省、スーパー・サイエンス・ハイスクールを指定。 (2003、2004年に継続、
拡充。)
文科省、「平成 14年度新しいタイプの学校運営の在り方に関する実践研究校j
を指定。 7教育委員会に委唱。 7小学校 2中学校を実践研究校に指定。
中教審、「大学院における高度専門職業人の養成についてJ答申。高度専門職
業人養成に特化した新たな形態の大学院としての専門職大学院制度の創設を
提言。
文科省、「個に応じた指導に関する指導資料一発展的な学習や補充的な学習の
推進j のうち、小学校の算数(8.23公表済)・理科、中学校の数学・理科を公
表。
政府・構造改革特区推進本部、 f構造改革特区推進のためのプログラムj決定。
教育特産として、市町村負担による教員採用、不登校対策としての小中一貫校、
大学・大学院の設置要件の緩和などが自治体から提案される。
経済産業省、「子どもの幸せと自立を考える研究会j 報告書を公表。学校理事
会の全校設置、教科書自由選択制の導入、バウチャー制度導入を提言。
地方分権推進会議、最終報告書を公表。 2003年度から教職員の退職金等を段
階的に国庫負担の対象からはずし、負担金 5000億程度を縮減するよう提言。
構造改革特別区域法案が関議決定。教育特区実施のための法律改正案を含む。
中教審、 f新しい時代にふさわしい教育基本法と教育振興基本計画の在り方に
ついてj(中間発表)を公表。げl世紀を切り拓く心豊かでたくましい日本人の
育成j が目指され、教育振興基本計画の策定が必要とされる。
文科相、 f平成 13年度教育課程実施状況調査の結果を受けてj を公表。 f全体
としておおむね良好であったjが「一部に先輩生徒の学習の状況が必ずしも良
好とは言えないものもみられたJと総括。
総合規制改革会議、「規制改革推進に関する第 2次答申J。教育主体の多様化
(教育分野における株式会社の参入、コミュニティスクール導入に向けた制度
整備、学校法人要件緩和、教育外部資源の積極的活用など)、教育主体に関す
る情報公開の促進(学校法人会計制度の見直しなど)、初等中等教育の活性化
(教育プログラムの多様化の推進、教員評価導入による教員資質の向上など)
などの提言。
f大学設置基準の改正についてjの諮問と中教審答申。専門職大学院制度導入
とそれに伴う専門職学位取得者が今後高等教育機関に就職する可能性が生じ
たことに合わせて、大学設置基準、大学院設置基準、学位規員IJなどの改正要綱
と、専門職大学説設置基準要項を公表。
中教審、「新しい時代にふさわしい教青基本法と教育振興基本計画の在り方に
ついてj答申。
「規制改革推進3か年計画(再改訂)J簡議決定。
愛知県犬山市、小学校3校に学級編制権を与える。実情に応じた少人数学級の
展開を可能にする試行を実施。
経済問友会、「若者が自立できる日本へ~企業そして学校・家庭・地域になに
ができるのか"'J発表。校長裁量による民間人の任期付き教員採用などを提言。
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~談会 r10 年間の学校経営を振り返ってj
市町村長 54名で構成される f提言・実践首長会jが提案審を文科相に提出。
教員人事権の市町村への委譲、 3年程度の新規教員インターン制度などを提
?? ? ?
政府、構造改革特区の第一認定として 57件の計画を認定。教育関係特区はそ
のうち 7件。
マネジメント研修カリキュラム等開発会議、組織マネジメント研修のためのカ
リキュラムとテキストを作成。管理職のマネジメント能力の形成と向上という
観点から。
経済財制諮問会議、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2003J (骨太
の方針第3弾)を公表。 (6.26間議決定(三位一体改革)、 12.10政府、国庫負担
制度のうち、退職手当・克童手当分を一般財源化することで合意など。)
埼玉県志木市、政府の構造改革特区第三次提案の募集に対し、教育委員会廃止
を提出。ほかに、東京都千代田区が教育委員会設置自由化を含む提案を提出。
大阪府教委、公立学校に、教頭に次ぐ管理職を複数配置する方針を表明。平成
18年度を目処とする。
文科相、経済財政諮問会議で義務教育費国庫負担金の総額裁量制の導入を提
案。教職員給与水準と教職員数の弾力化する自的。 (2004年、導入。)
全都立高校で、 2004年度から教頭の名称を「副校長j と改めることが表明さ
れる。
「小学校、中学校、高等学校等の学習指導要領の一部改正についてJ通知。
中教審、「今後の学校の管理運営の在り方についてj答申。新しいタイプの公
立学校運営の在り方、公立学校の管理運営の包括的な委託の在り方などについ
て提言。学校運営協議会についてはその役割を、学校における基本的な方針に
ついて決定する機能、保護者や地域のニーズを反映する機能、学校の活動状況
をチェックする機能、とする。
文科相、 f地方分権時代における教育委員会の在り方についてj諮問。教育委
員会制度の意義と役割、首長と教育委員会との関係、市町村と都道府県との関
係及び市町村教育委員会の在り方、学校と教育委員会との関係及び学校の自主
性・自律性の確立について、検討する必要があることを示唆。
京都市教委、京都市立学校教員 FA導入。教職経験 10年以上、同一校勤務3年
以上の教員を対象。 2004年度は 178人の希望があった(有資格者の約 5%)。
澗山県御津町に、全国初の株式会社が運営する中学校(朝日塾中学校)が開校。
同町は 2003年 10月に教育特区の認定を受ける。
「これからの教育を語る懇談会J(文科相私的諮問機関)初会合。教育のプロ
フェッショナルスクールの可能性を検討する意向を示す。 (7.23 r第一次提
言j。教員免許更新制も提言。)
文科省、「教員出身でない者の校長認容実績について、指導力不足教員等の人
事管理に関する各都道府県・指定都市教育委員会の取り組み状況についてj
(報道発表)。学校管理職等の希望降任制度の実施状況について、 39都道府
県・指定都市で制度を設けていることが判明。
中教審・教育条件整備に関する作業部会「中間報告j。義務教育費国産負担制
度、県費負担教職員制震を対象とする。国の最低保障と地方裁量について検討。
経済財制諮問会議、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2004J臨議決
定。
地教行法改正。学校運営協議会設置に関して。
東京大学大学院・教育研究創発機構、シンポジウム「地方分権時代のカリキュ
ラム改革一学校は主体性を発揮できるか-Jを開催。近年の教育改革の進め方
の是非や教育行政と学校との関係などについて議論。
??? ?
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文科相、 f義務教育改革案j を公表。①義務教育の到達目標の明確化、地方の
実靖に応じた義務教育制度の弾力的運用、②教員養成における専門職大学院の
設置と教員免許更新制の導入、③学校運営協議会の全国化、学校評価システム
の確立、教員評価の徹底、地方・校長の権限強化、地方教育行政の責任を担え
る教育委員会の在り方、④義務教育費国庫負担制度の維持。
文科相、「今後の教員養成・免許制度の在り方についてJ諮開。教員免許の更
新制導入に向けた具体的検討を行うように求める。
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